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北広島市の地域アセスメントに関する予備的考察
─地域福祉活動と地域連携を中心に

畠 山 明 子・宮 﨑 剛 司・後 藤 啓 倫

要約
本稿の目的は，北広島市を対象にした地域アセスメントを通じて，地域福祉活動と地域連携の

関係性を明らかにするための予備的考察を行うことである。そのため，フィールドワークの事
前準備としての行政資料の活用に基づいた考察を行うことを中心としている。北広島市は，
1970 年頃から大規模な道営団地の造成をはじめとする札幌市のベットタウンとしての開発が進
められた農村地域である。1996 年の市制移行以来，人口増加と同時に団地造成後の共通現象で
ある高齢化が進み，福祉需要が増加している。高齢者人口は緩やかに増加し，北広島団地地区で
は急速な高齢化が進行している。
北広島市の地域発展策は，地域の人口動態と特性を考慮に入れ，多世代統合，地域ベースのヘ

ルスケア，教育との連携強化が進むものと想定される。特に，高齢者の雇用促進，地域福祉，健
康増進にあたっては，公民連携が必須であり，これらの分野を統合的に捉えることが重要となる。
北広島市の将来的な少子高齢化については，地域ごとに高齢化率にばらつきがあり，それに伴い
社会福祉ニーズも異なる。
こうした地域社会の変化に対応するために地元の大学としては地域のニーズを調査し，情報

を発信することで地域コーディネートの役割を果たすことが期待される。
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⚑．研究の背景・目的

本稿は，北広島市を対象として地域アセスメン
トを行い，地域ニーズを把握するものである。ま
ず，地域ニーズの把握方法である「地域アセスメ
ント」について概観することとする。
社会福祉援助技術には，人（個人）を対象にし

たケースワーク（直接援助技術）およびグループ
ワーク（集団援助技術）と，地域を対象にしたコ
ミュニティワーク（地域援助技術）がある。コミュ
ニティワークの辞書的な定義は，「地域住民が自
ら抱える問題の解決にあたって，主体的に参加し，

共同してその問題を解決するのを，専門家として
のコミュニティワーカーが側面から支援する」（孫
2003：45）というものである。コミュニティワー
クの展開過程は，地域アセスメント，地域ニーズ
の把握，活動計画の策定，活動の実施，評価の⚕
段階から説明されるが，コミュニティワークの中
核ともいえる作業が「地域アセスメント」（地域診
断）である。
地域アセスメントは，「地域のウェルビーイン

グ（well-being）実現のために地域住民のさまざ
まな生活課題を質的・量的に把握する」（川上
2017：2）作業である。情報の収集・分析のプロセ
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スが地域アセスメントといえるが，その内容は，
介護保険制度における生活支援体制整備事業1)に
基づく地域づくりを進める生活支援コーディネー
ター2)の指導者養成研修テキスト内にある地域ア
セスメントシートに準じている3)。また，方法と
しては，①個別事例の収集と分析，②行政資料の
活用，③アンケート調査・ヒアリング調査，④戸
別訪問，⑤住民座談会等が挙げられている（2016
年度生活支援コーディネーター（地域支え合い推
進員）指導者養成研修テキスト（厚生労働省）よ
り）。
地域アセスメントを行う主体として第一に挙げ

られるのは，地域主体の活動を側面的に支援する
「コミュニティワーカー」としてのソーシャルワー
カーである。ソーシャルワーカーの国家資格であ
る社会福祉士および精神保健福祉士養成の共通科
目にある「地域福祉と包括的支援体制」のなかで
も，「③福祉計画の意義と種類，策定と運用」の「⚓
福祉計画の策定過程と方法」において「課題把握・
分析」が「想定される教育内容の例」として取り
上げられている（「社会福祉士養成課程のカリキュ
ラム（案）」2019 年⚖月 28 日 厚生労働省 社会・
援護局福祉基盤課 福祉人材確保対策室）。養成
課程の各テキストでは，「地域アセスメント」とい
う用語を用いてはいないが，地域福祉計画の策定
過程の「準備段階」において，「地域生活課題を把
握するための各種データの収集や分析とあわせ
て，地域の社会資源（サービス関係機関・団体等，
活動状況）の把握がなされる」（宮内 2023：215）
と説明がされている。これらについては，講義─
演習─実習の円環システムのなかで体験・実施す
ることが組み込まれており，社会福祉専門職養成
において地域や福祉的支援対象者の変化に合わせ
た，地域アセスメントの力量を習得することが求
められているといえる。第二に，「住民や関係団
体などが自分たちの活動のために地域を調べる
（また，それをコミュニティワーカーが手伝う）も
のなど」（加山 2020：194），「社会福祉専門職の
みならず，地域における地域生活支援に従事する
生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）

や地域包括支援センター，市町村社会福祉協議会
などの専門職」（黒宮 2022：50）といった「地域
福祉の推進主体」である。そして第三に，地域の
活動を対象とした実証調査を行う研究者もまた，
フィールドエントリーの前段階としてあらかじめ
地域の様々な情報を収集し，整理を行う。
以上の点から，本稿は，大学の地域貢献におい

て，地域ニーズの把握を踏まえた関係機関・団体
との連携が重要であるという視点に立ち，北広島
市の地域アセスメントを行い地域特性を整理し，
北広島市をフィールドとした地域福祉活動を対象
とした調査や地域連携活動を行う際に考慮する地
域福祉課題を明らかにすることを目的とした探索
的研究である。その方法として今回は，主に行政
資料の活用（北広島市のホームページや各種関係
資料等）に基づいた分析を行う。

⚒．北広島市の地域特性

⑴ 北広島市の歴史と現状
本節では北広島市の歴史と現状について，①北

広島市の歴史を市制移行，人口，社会福祉に焦点
を当てて整理し4)，②現在の北広島市の産官学連
携下のまちづくりの取り組みについて概観する。
①北広島市の歴史
戦後の北広島は，戦前の広島村を引き継ぎ，地

方自治法に基づく村制を施行していたが，1968 年
⚙月に町制へ移行した。町制移行の背景には，広
島村の人口が 1965 年時点で 8,000 人を超えてい
たこと，1964 年に新産業都市建設促進法に基づく
新産業都市5)の指定を受けたこと等があり，その
後の都市としての発展性が見込まれていたことが
あった。
町制移行に伴い，広島町は長期計画をまとめ，

1970 年 10 月に総合開発計画基本構想と同基本計
画を発表した。その内容は，道営住宅団地の建設
と，企業誘致および工業団地の建設を軸とするも
のであった。広島町は，1968 年 11 月に約⚓万人
の受け入れを想定した道営団地建設（通称，北広
島団地）を決定している。1970 年⚖月，北広島団
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地の起工式が催され，1972 年から本格的な開発が
開始された。
同年から部分的な入居が始まり，以後広島町の

人口は増加していった。1970 年の人口が 9,746
人であるのに対し，1975 年には 22,264 人，1980
年には 34,148 人へと増加した6)。1980 年度には
広島町の全世帯数約⚑万のうち 50.5％を北広島
団地が占めるようになっていた。住宅団地の造成
に伴い転入者が増えたことにより，1990 年代に入
ると広島町の人口は⚕万人を超えるようになっ
た。
人口⚕万人が視野に入ると，広島町は，1991 年

度に「広島 2000 年基本構想」を発表し，市制移行
の実現に取り組むこととした。市制施行要件は地
方自治法や北海道条例に定められている。地方自
治法は，人口⚕万人以上，中心市街を形成する戸
数が全体の 60％以上等を要件とする。一方，北海
道条例は，⚕以上の官公署の設置，⚒以上の高等
学校の設置等を要件としていた。「広島町を北広
島市とすることについての申請書」によると，
1995 年度の国勢調査において市制要件をすべて
満たすようになったという。広島町は 1996 年，
北海道と自治省（当時）に市制移行を申請し，同
年⚙月⚑日，北広島市制が始まった。なお，市名
は公募された。公募から北広島市，北広市，南札
幌市が候補として選定され，町議会が北広島市を
選定した。
北広島市は，1968 年の町制移行期の約 9000 人

規模から約 25 年ほどで人口⚕万人規模となった。
『北広島市史』はこの間の人口増加を「他に例を見
ないほどの急激な人口増加を経験」と評価してい
る。とはいえ，市制移行期ころから現在につなが
る課題もみられるようになっていた。それは高齢
化である。北広島市の人口増加には，年少人口（⚐
～14 歳）よりも老年人口（65 歳以上）の増加数が
高いという傾向があった。1990 年代に入ると老
年人口率の増加と年少人口率の低下の傾向がみら
れるようになり，1995 年の国勢調査では，老年人
口数が増加する一方で，年少人口数が減少に転じ
た。

こうした北広島の人口構造の変化もあって，北
広島市は高齢者，障害者，児童を含めた総合的な
社会福祉の問題への取り組みをさらに進めた。広
島町時代にまとめられた「広島町第三次長期総合
計画（91 年⚓月～00 年⚓月）」では福祉対策とし
て「福祉を育て，健康をつくる」を掲げとくに力
を入れたという。その理由は，「人口増もゆるや
かとなり，かつての壮年層の高齢化も目立ってき
たので，本格的に高齢者対策を進め」るというも
のであった。この計画の下，在宅福祉支援システ
ムの形成，健康管理体制の充実，地域ケアサービ
ス体制の確立が進められた。
『北広島市史』によると，1989 年から 1996 年の
間に，高齢者対応の訪問看護，介護支援，デイサー
ビス等の施設が集中的に開設され，「福祉のまち
づくり」としての北広島の特徴が表れたという。
とりわけ北広島市西の里地区は，福祉のまちづ

くりのモデル地域として位置付けられている。
1986 年に北海道「ノーマライゼーション推進事
業」に選定された広島町は，西の里をモデル地域
として重視した。その理由は，特別養護老人ホー
ムや身体障害者授産施設，児童養護施設といった
社会福祉施設が充実していることや，福祉団体や
ボランティアが既に福祉活動を進めていたことが
あったという。また，ノーマライゼーション推進
事業計画によると，同地区は「団地の歴史が浅く，
いわば，赤の他人が集まっただけの団地」からなっ
ており，「連帯感の乏しい」「地域の実情」があっ
たからだという。少子高齢化や，地域コミュニ
ティの構築が当時から課題として意識されていた
ことが垣間見られる。
北広島市は，1995 年⚖月に「北広島市福祉環境

整備要綱」を作成し，障害者，高齢者，健常者を
問わず誰もが住みやすい人にやさしいまちづくり
の構築を進めていった。2001 年に策定された「北
広島市総合計画」は，「誰もが住みやすい人にやさ
しいまちづくり」といった基本路線を引き継ぎつ
つ，「地域福祉」の考えを明確に付け加えた。ここ
でいう「地域福祉」とは「市民との連携」や「地
域に密着した福祉」を指している。
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「地域福祉」の理念は，後述する 2021 年⚓月策
定の「北広島市第⚕期地域福祉計画」における基
本目標（「地域で支える仕組みづくり」，「地域で活
躍する人づくり」，「地域福祉を推進するまちづく
り」）として継続的に取り入れられている。

②北広島市の現状
以上のまちづくりに関連する取り組みの一つと

して，北広島市は，企業，大学との連携を進めて
いる。
まず，企業との連携であるが，北広島市は，

2021 年⚓月に「駅西口周辺エリア活性化事業に関
するパートナー協定」を株式会社日本エスコンと
締結した7)。翌⚔月には「キタヒロ・ホームタウ
ン-BASE 2021-2029」と題する北広島駅西口周辺
エリア活性化整備計画が発表された8)。この整備
計画は，北広島市の 2019 年度「駅西口周辺エリア
活性化計画」をもとに作成されたもので，2021 年
度から 10 年間の北広島市のまちづくりの方向性
を，2023 年⚓月のボールパーク開業を見据えてま
とめている。
本整備計画で描かれる北広島市の姿は，「みん

なにとってのホームタウン」をコンセプトとした
「求心力ある持続可能な都市構造としてみんなが
関わりや愛着を持てる」まちである。この実現の
ため北広島駅周辺地域の再開発とボールパーク事
業とを連携させていくことが想定されている。活
性化事業の構想として，北広島に集まる人々（地
域住民，事業者，観光客，ファン，ビジネスマン
等）の交流を促す共有の場を整備し，その上で，
地域の子育て・教育・福祉環境を連携させた「北
広島らしい暮らし方」の構築に取り組んでいくこ
とを挙げている。
次に，大学との連携については，北広島市は，

先述の「北広島市第⚕期地域福祉計画」において
その構想を示している。本計画は，社会福祉法に
基づいて，2021 年度から 2026 年度までの地域福
祉の基本理念として「地域力」の向上を掲げ，そ
のための施策をまとめたものである。ここでいう
「地域力」とは，人口減少と高齢化社会を前提とし

たうえで，「地域社会の問題について，市民や企業
をはじめとした地域の様々な構成員が，自らその
問題の所在に気づき（関心を持ち，認識する），主
体的にまた，その他の主体との協働を図りながら，
地域問題の解決や地域としての価値を創造してい
くための力」のことをいう。かかる理念の下に，
北広島市が目指す目標の一つとして「地域福祉を
推進するまちづくり」を掲げている。これを実現
する施策の一つとして，本計画では「大学との連
携」が挙げられる。その内容は，「大学が持つ専門
性や人材を地域福祉の推進に活かすため，大学か
ら市の附属機関への参加や学生ボランティアの受
入れ」を行っていくというものである。
北広島市は，既に 2013 年に市内の星槎道都大

学と地域の活性化や人材育成を目的とする包括的
連携協定を結んでおり，継続的に連携事業に取り
組んでいる9)。具体的な取り組みの一つとして
「市民ソーシャルワーカー養成講座」の実施があ
る。専門家による市民向け講座や学生との交流を
通じて，地域共生を支える人材確保対策を行って
いる10)。
以上のように，北広島市では現在，地元の産業，

大学と行政による産官学連携の下で北広島の活性
化と地域福祉の充実を図るまちづくりが進められ
ている。

⑵ 北広島市の人口推移からみた介護需要予測
地域援助計画にあたっては，将来の人口推移は

重要な要因である。我が国が長期的な人口減少社
会を迎えているなか，国立社会保障・人口問題研
究所（2018）によると，2020 年に高齢者人口（65
歳以上）は 3,603 万人で，2032 年には 3,704 万人
に増加する予測が示されている。これは 2020 年
の高齢者人口割合が 28.6％で，3.5 人に⚑人が 65
歳以上であり，出生中位推計で，2038 年に 33.9％，
⚓人に⚑人が 65 歳以上になる。2070 年には
38.7％で，2.6 人に⚑人が 65 歳以上になる。出生
高位推計と出生低位推計では，2045 年に 2.0 ポイ
ントの差があり，2070 年には 6.7 ポイントの差が
生じる。高齢者人口は増加傾向にあり，高齢者の
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割合が総人口に対して着実に増加していることを
示すことが予測できる。
総務省（2023）の人口推計によると 1950 年以降

で初めて高齢者人口が減少し総人口に占める高齢
者の割合は 29.1％と過去最高を記録している。
当時より特に 75 歳以上の人口が 2000 万人を超
え，10 人に⚑人が 80 歳以上という状況となり，
我が国の高齢者人口の動向は，社会構造に大きな
影響を与えることが推計できる。内閣府からの高
齢社会白書（2022）によると，65 歳以上人口の全
体人口に占める割合が 2020 年の 28.6％から 2036
年には 33.3％に増加し，65 歳以上の人が全体人口
の約⚓分の⚑に増加することが見込まれている。
北海道の人口においては，1997 年に約 570 万人

から日本全国と同様に減少しており，2045 年には
約 400 万人になると予測されており，2045 年の指
数は 74.4 と，これは国全体の指数よりも低く，国
平均と比べて相対的に急激な人口減少を示してい
る（国立社会保障・人口問題研究所 2018）。2020
年度の国勢調査では，2015 年度より 2.8％少なく，
自然減に加え，進学や就職による社会減も影響し
ているなかにあるが，札幌市近郊においては，札

幌市が 1.2％増，続いて千歳市，恵庭市において
は伸びている。一方で，北広島市の人口（国勢調
査 2020）は，58,171 人で 1.51％減となっている。
北広島市における高齢者人口は，2025 年に
19,542 人，高齢化率が 35.5％に達すると予測さ
れ，さらに，2040 年には高齢者人口が 20,075 人，
高齢化率が 43.4％に増加すると推計されている。
これは，地域社会における高齢者の割合が増加し，
それに伴う社会保障のニーズが高まることを示し
北広島市における介護保険事業の現状分析は，高
齢化の進行とともに，地域特有の課題が顕在化し
ている。
北広島市は人口⚕万人以上 10 万人未満の都市

と比較して，高齢者人口の増加が緩やかである。
これは，地域の人口構成が若年層に偏っている，
または高齢化が比較的遅く進行していることを示
している（図⚑）。一方で，北広島市の介護認定率
は，全国平均・全道平均を下回る傾向にある。特
に，要支援⚑・要介護⚑の割合が多いことが特徴
であり，また施設サービス受給率は 1.9％で，こ
れも全国平均・全道平均を下回っているが，居住
系サービス受給率は 1.8％で，これは全国平均・
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図 1 介護需要予測指数・65 歳以上人口の指数
（出所 日本医師会「全国 介護需要予測指数（2015 年実績＝100）」）（「北広島市 介護需要予測指数」）（宮﨑作成)



全道平均を上回っている。札幌市のような大規模
都市では，人口増加に伴いインフラや公共サービ
スへの圧力が高まるが，北広島市では北広島団地
地区の高齢化率が 46.5％で，東部地区，北広島団
地地区，西の里地区，大曲地区，西部地区の⚕地
区の中で最も高齢化が進行している。これは，全
ての地区で，高齢化率の上昇傾向が見られるが，
特に，北広島団地地区では包括的な都市計画を通
じて新しい住宅地の開発や公共交通の改善を行う
必要があるということがいえる。
日本医師会によると「全国 介護需要予測指数

（2015 年実績＝100）」では，全国で高齢者介護の
需要が 2030 年までに大幅に増加し，高い水準を
維持することが予測されている。「北広島市 介
護需要予測指数」は全国の指数に似た予測がされ
ているが，2030 年には急激に増加する傾向にある
（図⚑）。これは，北広島市が全国平均に比べて高
齢者介護サービスに対する負担が大きくなる可能
性がある。特に北広島市は，高齢化する人口によ
る高齢者介護サービスへの需要の大幅な増加を予
測でき，医療政策，年金制度，経済全体に影響を
及ぼす可能性があり，医療専門家の需要増加や，
高齢者のニーズに応えるための市場動向の変化が
見込まれる。

⑶ 北広島市の地域福祉を支える組織・機関
①地縁組織（町内会，地区社会福祉委員会，民生
委員・児童委員）

町内会・自治会
北広島市の町内会組織は，北広島市市民環境部

市民課が事務局となって「北広島市自治連合会」
が組織され，2023 年⚔月現在，市内に 153 の単位
町内会，複数の町内会をまとめる連合町内会が 10
団体ある（町内会加入促進リーフレットより）。
世帯単位で加入する町内会・自治会は，ごみステー
ションや街路灯の管理，除排雪，町内の環境美化
等，日々の地域での安心・安全な生活を支える活
動やお祭り等の行事の企画・開催，行政との折衝
等を担う地縁組織であるが，昨今，全国的に町内
会・自治会の加入率の低下が課題となっている。

北海道町内会連合会が⚕年ごとに道内 179 市町村
を対象に実施している調査（2021）の結果，2019
年の北広島市の町内会の平均加入率は 72.3％で
あった（全道平均は 66.7％）。1975 年からの北広
島市の町内会・自治会の加入率を見てみると，
1979 年に 94.2％と最も多かったが，1987 年には
90％を切り，以降は減少の一途をたどっている。
自治会数は大きな増減は見られず，2010 年には
159 と最多となったものの，加入率同様，近年に
至っては減少していることがわかる（北広島市
ホームページ「自治会の状況」より）。
北広島市では，町内会・自治会の活動に対する

補助11)を行うとともに町内会への加入促進を呼
びかけている。町内会・自治会は原則加入を謳っ
ているが実際は任意であり，高齢化や子育て世帯
等が多いと活動への参加や班長等の役割を担え
ず，活動そのものの衰退が危惧されることから，
加入促進策として条例化等の動きが進んでいる。
隣接する札幌市では 2022 年 10 月に「札幌市未来
へつなぐ町内会ささえあい条例」と称した町内会
の加入促進を目的とした条例が制定，2023 年⚔月
⚑日から施行された。北広島市では条例化の動き
はないが，加入促進のパンフレットを作成してい
る。

地区社会福祉委員会
結成の経緯は，1976 年に各地域での福祉活動を

推進するため，社会福祉協議会の働きかけにより，
東部北，東部南，西部，大曲，西の里，第⚑住区，
第⚒住区に社会福祉委員会が結成された。1977
年に第⚓住区，1979 年に第⚔住区社会福祉委員会
が結成され，市内⚙地区全てに組織されている。
1993 年度に第⚒住区社会福祉委員会が解散し，自
治連合会福祉部として活動を継承し，西の里地区
は 2014 年度に「西の里・虹ヶ丘社会福祉委員会」
となった。現在は，東部北地区社会福祉委員会（北
の里・共栄・共栄町・東共栄・美咲き野・Fビレッ
ジ），東部南地区社会福祉委員会（富ケ岡・中の沢・
南の里・東の里・中央・稲穂町西・稲穂町東・朝
日町・美沢・新富町西・新富町東），西の里・虹ヶ
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丘地区社会福祉委員会（西の里・西の里北・西の
里東・西の里南・虹ヶ丘），大曲地区社会福祉委員
会（大曲・大曲柏葉・大曲南ヶ丘・大曲中央・大
曲工業団地・大曲末広・大曲緑ヶ丘・大曲光・大
曲幸町），西部地区社会福祉委員会（輪厚・島松・
三島・仁別・輪厚中央・輪厚元町・希望ヶ丘・輪
厚工業団地），第⚑住区地区社会福祉委員会（北進
町・栄町・広葉町・輝美町），第⚒住区自治連合会
福祉部（青葉町・南町・若葉町・白樺町），第⚓住
区地区社会福祉委員会（里見町・高台町・泉町），
第⚔住区地区社会福祉委員会（緑陽町・山手町・
松葉町）となっている。
後に取り上げる北広島市社会福祉協議会との関

係については，地区社会福祉委員会は，社会福祉
協議会の地区組織ではなく，地域の人々によって
自主的に作られ，社会福祉協議会とは対等の協力
関係にある組織であり，社会福祉協議会は必要な
支援（財源等）を行っている。一方，地区社会福
祉委員会は，理事や評議員として社会福祉協議会
の運営に参画するとともに，賛助会費の納入や共
同募金の推進，各種事業の実施に協力を受けてい
る。
また，自治会・町内会との関係については，地

区社会福祉委員会は，連合自治会，単位自治会・
町内会等の協力を得ながら福祉に関する課題の解
決を目的として，地域や個人のグループ等が参加
し，サービスや援助を必要とする人々を対象とし
た活動を行う組織としてすみわけがなされてい
る。
この地区社会福祉委員会の設置目的と事業につ

いて，ほぼ全地区に共通する規約から抜粋すると，
⑴目的は，委員会は地区における福祉課題を解決
し，地域住民の心と心の結びつきによる社会連帯
感を深め，明るく和やかで心の豊かな社会をつく
ることを目的とする。事業に関する規定は，⚑
地区における援護活動。⚒ 地区における福祉問
題の調査に関すること。⚓ 福祉問題の解決と住
民の連帯意識を高めること。⚔ 町内会ならびに
関係団体との連絡調整を図ること。としている。
⑵福祉委員の構成については，自治会・町内会の

役員，自治会・町内会が推薦する委員，民生委員・
児童委員，ボランティア活動実践者，地域内福祉
施設の関係者，地域の各種機関・団体の役員等地
域の特性に応じた構成となっている。⑶主な事業
等（過去⚕年以内の総会議案書から抜粋）をみる
と，高齢者対象では，高齢者等バス旅行（果物狩
り・温泉・施設見学等），高齢者対象の昼食会，敬
老お祝い会，健康づくり・認知症等の講演会，高
齢者への手作り弁当の配布，高齢者慰安会，独居
高齢者の見守り事業，要援護世帯の「ふれあいカー
ド」づくり等。その他として，ふれあいサロン等，
子育て支援行事，世代交流事業（餅つき等），クリ
スマス会，夏休み等の子どもサロン，児童福祉施
設とのスキー交流会，ゴロッケーやパークゴルフ
大会，各種研修会，福祉バザー，交通安全啓発，
広報発行，赤い羽根街頭募金等，幅広い活動が行
われている。
この地区社会福祉委員会の財源については，社

会福祉協議会の助成金を主な財源として運営し，
地域内の世帯数等を考慮しながら，賛助会費・特
別会費，寄付金の約⚕割を助成金として還元して
いる。このほか，独自事業により自主財源を確保
している地区もある。
「第⚖期地域福祉実践計画」における事業の評
価と課題では，「各地区社会福祉委員会が自主的
に事業を実施し，地域の高齢者の見守り，生きが
いづくりなどに貢献した」「地区社会福祉委員会
に対する財政的支援や職員を担当地区割りして，
総会や事業などに出席し，情報の収集・提供を実
施した」「地区により社会福祉委員会の担い手が
不足している」「自治連合会の総会等への出席，自
治連合会役員との意見交換会を開催し，社協活動
の理解の促進を図った」「今後も，自治連合会との
連携は不可欠である」が挙げられており，「第⚗期
地域福祉実践計画」では担い手確保の問題につい
て，「地区社会福祉委員会の役員を含めた担い手
不足（福祉委員）については，共に検討します」
とし，行政ならびに北広島市の地域福祉を推進す
る社会福祉協議会の実施する事業等において連携
の対象となることが期待されている組織である。

星槎道都大学研究紀要 第⚕号 2024

─ 202 ─

北広島市の地域アセスメントに関する予備的考察

─ 203 ─



民生委員・児童委員
民生委員法ならびに児童福祉法に基づき，特別

職・非常勤の地方公務員として決められた地域を
担当し，一人暮らしの高齢者等の地域の気になる
高齢者の安否確認を行う見守り活動や介護保険利
用にかかる相談対応，活動に関わる研修会等へ参
加しているのが民生委員である。また，民生委員
は子どもや家庭に関する相談に応じる児童委員を
兼ねている。北広島市民生委員児童委員連絡協議
会は，北広島市社会福祉協議会内に事務局がある。
北広島市の民生委員・児童委員の定数は 116 名，

うち 74 名が推薦12)されており，定数の約⚔割の
欠員が発生している（北海道保健福祉部「2022 年
12 月⚑日付け民生委員・児童委員及び主任児童委
員定員・推薦状況」より）。北海道内全体でも欠員
率は 33.2％，特に市部では 27.6％と高く，欠員率
は 2001 年から⚕倍以上に増えており，民生委員・
児童委員不足は深刻な状況となっている（公益財
団法人北海道民生委員児童委員連盟『2020 年度市
町村民生委員児童委員協議会基本調査報告書』
（2021 年⚓月）より）。
「北広島市第⚔期地域福祉計画」を振り返った
活動についての評価は，毎月開催される役員会で
情報交換の実施，地域の福祉ニーズの把握や問題
を抱える人の早期発見に活用してもらうため，市
から民生委員・児童委員へ 65 歳以上の名簿，避難
行動要支援者名簿等の提供が挙げられている一
方，住民ニーズが多様化するなか，今後とも連携
を深める必要があると指摘されている（北広島市
第⚕期地域福祉計画より）。また，コロナ禍にお
いて見守り・訪問活動の自粛が行われたことから，
現在も対象者が訪問されることを避けたり，訪問
する民生委員もまた訪問を控え，活動の停滞がみ
られるという課題もある。

②社会福祉法人北広島市社会福祉協議会
社会福祉法人北広島市社会福祉協議会は，1955

年⚗月⚘日に設立，1977 年 10 月 14 日に法人認可
を受けている。
法人の事業は，地区社会福祉委員会との連携・

支援，関係機関・団体との連携，福祉団体等の支
援，各種団体事務の運営，各種相談員との連携，
実習生等の受け入れ，理事会等の運営，役員等の
研修，事務局体制の強化，苦情解決体制，地域福
祉実践計画の進行管理，財務管理，共同募金助成
事業，市民への情報提供，「北ひろしま福祉のつど
い」の開催及び顕彰事業，福祉活動の情報発信，
民生委員児童委員連絡協議会等⚓団体の事務局，
きたひろ社協だより「明るいまち」，寄付金・義援
金，賛助会費・特別会費のお願い等がある。社会
福祉協議会の事業としては，「市区町村社協経営
指針」にある四つの部門（①法人経営部門，②地
域福祉活動推進部門，③相談支援・権利擁護部門，
④介護・生活支援サービス部門）に基づく「市区
町村社協における多様な事業展開を支える体制」
が確立されている13)。
社会福祉協議会を中心とした地域福祉を主導す

る民間組織の行動計画ともいえる「北広島市地域
福祉実践計画」は，現在第⚗期（2021 年度～2026
年度）計画が進行中である。

⚓．考察

最後に，以上の整理を踏まえ，地域福祉の視点，
保健医療の視点，大学と地域の連携の視点から考
察を行う。ただし，本稿は行政資料等による分析
に基づくものであり，今後，実態を踏まえたさら
なる考察を深めていく必要があり，分析上の限界
があることをあらかじめ断りを入れておく。

⑴ 北広島市の地域福祉課題と提案
北広島市は，住宅団地造成と企業誘致策の促進

により急激な人口増を経験したが，1990 年代には
高齢者人口増に伴う在宅福祉サービスの整備が進
み，2023 年⚑月現在，高齢化率は 33.8％となって
いる（北海道の高齢者人口の状況より）。この数
値は，道内で最も高齢化率が低い千歳市（23.9％），
札幌市（28.4％），恵庭市（28.7％）等近郊の自治
体を見ても高いことがわかる。この⚓自治体に転
入等の社会増がみられる一方，北広島市の人口増
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は緩やかとなり，特に，北広島団地居住者の高齢
化が進行している。今後いっそう北広島市の介護
需要は高まることは避けられず，そのなかで高齢
者等の在宅での安心な生活を支える地域の基盤整
備は喫緊の課題となる。具体的には，「高齢者等
の安否確認・見守り体制」が挙げられるだろう。
見守り活動は，社会福祉協議会が小地域福祉活

動のなかで行うもの，町内会・自治会等の地縁組
織が行うもののほか，ICT14)活用型や宅配業者等
によるサービス提供型等の多様な主体が組み合わ
された形態で，一人暮らし高齢者等の不安のある
世帯を地域で支える取り組みである（畠山・大島
2021）。北広島市では，地区社会福祉委員会をは
じめ，配食サービスやテレフォンサービス事業等
を通じて見守り活動が行われている。今後，各町
内会・自治会単位で「福祉マップ」を作り，平常
時から地域のつながりづくりに取り組む等，市内
の事業所等を巻き込み，地域主体の見守り体制を
検討する必要がある。
次に挙げられる課題は，「地域福祉活動の担い

手不足」である。「北広島市地域福祉実践計画」の
なかで「担い手不足」に言及している事業は，地
区社会福祉委員会，除雪サービス事業，障がい児・
者療育キャンプ，障がい児・者クリスマスパー
ティー，法人後見支援員15)等である。このうち，
星槎道都大学の学生も関わることが多い K.L.U.
C16)は，障がい児・者を対象としたイベントにお
いてボランティアとして事前の企画，準備，実施，
後片付けを担っている。学生（若者）はもちろん，
高齢世代も勤労者が増えており，そのために活動
の担い手を確保することが難しく，全国的に地域
福祉活動の継続・世代継承は共通課題といえる。
昨今，現場レベルでは社会福祉専門職も絶対的に
不足しているが，社会福祉に関わる人材確保は，
足元の地域を支えるボランティア活動の機会から
始める必要があるのではないか。すでに行われて
いるものもあると思われるが，子どもたちには，
小・中学生の福祉体験，地元の高校では「ノーマ
ライゼーション」について学ぶ機会を大学と共同
で取り組む等，福祉を身近に感じる体験，経済的

な貧困問題やひきこもり等で就労に困難を抱える
人たちの中間的就労17)としての位置づけ，高齢化
が進行しているまちだからこそのアクティブシニ
アの活用等ができるのではないか。

⑵ 北広島市の保健医療施策の課題と提案
北広島市に特有の人口動態と地域特性を踏まえ

た上での提案として，①多世代の統合，②地域ベー
スのヘルスケア，③教育との連携強化が効果的で
ある。これを促進するために，若者と高齢者を結
ぶコミュニティイベントや活動を促進し，世代間
の相互理解と協力を強化する。このためのプラッ
トフォームとして，地元との地域課題に取り組む
教育プログラムやインターンシップを開発するこ
とがひとつの手段である。同時に，若年層から地
域内の医療資源を活用した在宅医療や地域密着型
のヘルスケアサービスを福祉教育に取り組むこと
で，将来への地域コミュニティの活性化を期待す
る。これらの提案は，北広島市の高齢化と地域特
性を考慮に入れた上での具体的な解決策を示して
いるが，目前の具体的な課題には，高齢者の増加
に伴い，介護サービスの質の向上とアクセスの容
易さが重要になっている。地域内で多様な介護選
択肢の提供が必要になるに伴い，大曲地区の人口
増加があることへの地区形成に配慮した取り組み
が望ましい。
北広島市は，「第⚕期地域福祉計画」に基づき，

「誰一人取り残さない」という目標を掲げており，
地域福祉事業と同時に高齢者への就業・雇用支援
を進めている18)。高齢者の雇用促進，地域福祉，
健康増進は，それぞれ独立した目標ではなく，互
いに補完し合う戦略として認識すべきである。こ
れらの分野は連携を図ることによって，より大き
な活性化と効果を生み出す可能性がある。
Robroek SJW（2023）らによるレビューでは，退
職後の雇用が精神健康に有益な影響を及ぼす可能
性を示唆しており，北広島市においても生活の質
や身体的健康に対する肯定的な認識に関して横断
的な研究が求められる。この観点から，地区別に
高齢者が生きがいを感じるためには，地域アセス
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メントを通じて，福祉の課題と地域内の潜在的な
リソースについて詳細な分析を行うことが不可欠
である。
北広島では，2022 年⚔月⚑日より健康ポイント

事業が始まり，ヘルスケアイニシアティブに高齢
者が積極的に関与することで，社会的孤立を防ぎ，
より活動的な生活を送ることを可能にする取り組
みがなされている。これは，地域へ高齢者の知識
と経験が活かされながらも，地域社会の文化的な
リッチネスを高め地域社会全体にとって価値があ
る。将来的には，行政に依存せず高齢者の生活の
質を高めるために，地域社会内で彼らの役割を北
広島市において独自に再定義し，それに伴う様々
な機関による支援体制の構築が求められていくこ
とになるのではなかろうか。最終的に，高齢者の
雇用促進，地域福祉，健康増進を統合的に捉える
ことは，持続可能な社会の構築に向けた重要なス
テップである。これには，政策立案者，地域社会
のリーダー，ヘルスケアプロフェッショナル，そ
して高齢者自身が，共同で取り組むべき課題が含
まれる。総合的なアプローチによってのみ，高齢
者が社会のなかで活動的で健康的な役割を維持し
続けることが可能になるだろう。

⑶ 大学と地域の連携の課題と提案
北広島市では今後も少子高齢化が進行し，さら

なる高齢化率の上昇が見込まれているとはいえ，
本稿で指摘したように，地区によって高齢化率に
ばらつきの傾向がみられる。このことは，北広島
市全体としては少子高齢化の現象が進んでいくも
のの，部分的には地区ごとのグラデーションが生
じるということを示唆している。
これを前提とするならば，社会福祉分野に限っ

てみても，今後北広島市の地区ごとに異なるニー
ズが生じる可能性があり，限りある財源と人的資
源とをどの地区のどの分野にどの程度を配分する
のか，比較考量のうえで，どのように応えていく
のか検討する必要が生じる。しかも，その際には
子育て支援や，教育，医療，産業等の分野への対
応も同時に検討しなければならない。このことは

北広島市の社会福祉分野に関する課題の一つとし
て指摘しうるだろう。
このような課題が見込まれるなかで，地域にお

ける大学の役割や大学と地域の連携についてどの
ようなことを指摘することができるだろうか。農
山村における大学の地域連携を考察した中塚雅
也，小田切徳美（2016）を参考に検討したい。
北広島市において，社会福祉分野に限ってみた

場合でも地区ごとにニーズが異なるとするなら
ば，すべてのステークホルダーを同時に満足させ
ることができるような対応策を見出すことに期待
はできないであろう。そこにはどうしても利害調
整が必要となる。その際，地域住民が利害調整の
結果を部分的にでも納得して受け入れることがで
きるようにするためには，地区ごとにどのような
課題を抱えているのか，その課題に行政や関係機
関がどのように応えることが可能なのか等につい
て，事前に情報として地域で共有しておくことが
望ましいだろう。
大学は，その知的財産と能力を活用し，地区ご

との課題を調査し，情報発信することができる。
また，大学は地域における第三者的な性格を有す
るので，地域住民，行政，関係機関の交流の場と
しての機能を発揮できるだろう。
大学は，以上のようなステークホルダーのネッ

トワークの構築と情報共有の場として活用し，地
域をコーディネートしていく役割を担うことがで
きるのではないだろうか。

謝辞
本稿は，社会福祉法人北広島市社会福祉協議会様
より貴重なデータをご提供，原稿を点検いただき，
まとめたものである。お忙しいところご協力いた
だき厚くお礼申し上げます。

付記
執筆分担について，歴史・史実の整理は後藤，人
口推移からみた介護需要の分析は宮﨑，地域福祉
資源の整理は畠山がそれぞれ担当し，全体のまと
めを⚓名で行った。
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注
⚑) 2015 年の介護保険制度改正により，地域の実情
に応じて多様な主体（ボランティア，NPO，民間
企業，社会福祉法人，協同組合等）よる生活支援
サービス（サロン活動，家事援助，移動支援）の
拡充を目指し，各地域において住民や福祉関係
機関等が参加する「協議体」を設置し，地域の課
題把握やそれに基づいて住民主体の生活支援
サービス等の開発を進めることと後述する「生
活支援コーディネーター」を各自治体に配置す
ることとした。

⚒) 高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進
していくことを目的として，地域において資源
開発，関係者のネットワーク化，地域の支援ニー
ズとサービス供給主体のマッチング等の業務を
実施する役割を果たす。市区町村を網羅する第
⚑層生活支援コーディネーターは，社会福祉協
議会や地域包括支援センターの専任職員が，中
学校区等の日常生活圏域を担当する第⚒層ある
いは第⚓層生活支援コーディネーターは地域住
民が担う。地域住民の生活支援コーディネー
ターが地域のニーズを拾い上げ，第⚑層の生活
支援コーディネーターを中心に具体的なサービ
スや活動の場の創出，担い手の養成等を行う。
この体制整備を北海道内でいち早く着手した池
田町では，第⚑層および第⚒層生活支援コーディ
ネーターが町社会福祉協議会職員（専任⚑名，兼
務⚒名），第⚓層生活支援コーディネーターとな
る住民（非常勤）を⚘名配置している（社会福祉
法人池田町社会福祉協議会ホームページより）。

⚓) 大きく，歴史，地域特性，基礎情報，公共施設，
福祉・保健・医療機関等，地縁組織，ボランティ
ア・NPO・当事者活動，生活関連産業，行政機関，
社会福祉協議会，専門職が把握している地域課
題，新たな課題となっている。

⚔) 北広島市の歴史に関する叙述は，北広島市史編
さん委員会編（2007）『北広島市史』上下巻（北広
島市）の記述に基づく。

⚕) 新産業都市建設促進法（1962 年制定，2001 年廃
止）に基づく新しい工業開発の中心都市として，
全国 15 都市が指定された。

⚖)「北海道と北広島の人口の推移」01hokkaidotokit
ahiroshimashinojinkousuii05.pdf（city.kitahiroshi
ma.hokkaido.jp）

⚗)「駅西口周辺エリア活性化事業に係るパートナー

企業選定について」（北広島市ホームページ）駅
西口周辺エリア活性化事業に係るパートナー企
業選定について｜北海道北広島市（city.kitahir
oshima.hokkaido.jp）

⚘) 株式会社日本エスコン・北広島市（2021）『キタ
ヒロ・ホームタウン-BASE 2021-2029』

⚙) 市外の大学連携では，北広島市は 2019 年に札幌
市の北海学園大学と包括連携協定を締結してい
る。

10) 北広島市保健福祉部高齢者支援課「高齢者保健
福祉計画・第⚘期介護保険事業計画（2022 年度）
の進捗状況について」siryou1.pdf（city.kitahir
oshima.hokkaido.jp）

11) 自治会交付金，街路灯補助金，集団資源回収奨励
金，ごみステーション整備事業補助金，自主防災
組織等防災備品貸与制度，自主防災組織等活動
助成金，花いっぱい運動事業，市道排雪支援事業
補助金，小型除雪機械貸出事業，避難行動要支援
者名簿の提供（北広島市市民環境部市民課『町内
会・自治会の手引き（第⚓版）』（2021 年⚕月）。

12) 民生委員法の第⚕条では，「民生委員は，都道府
県知事の推薦によつて，厚生労働大臣がこれを
委嘱する。⚒ 都道府県知事は，前項の推薦を
行うに当たつては，市町村に設置された民生委
員推薦会が推薦した者について行うものとする。
この場合において，都道府県に設置された社会
福祉法（1951 年法律第 45 号）第⚗条第⚑項に規
定する地方社会福祉審議会（以下「地方社会福祉
審議会」という。）の意見を聴くよう努めるもの
とする。」とされている。

13) 法人経営部門は，適切な法人運営や事業経営を
行うとともに，総合的な企画や各部門間の調整
等を行う社協事業全体のマネジメント業務にあ
たる。具体的な事業として，理事会，評議員会等
の運営，財務運営・管理，自主財源確保に向けた
資金調達担当者の設置や体制づくり，リスク管
理やコンプライアンスに関する管理体制の整備，
計画的な採用・異動・人事考課等の人事管理，研
修・能力開発等の計画的な人材育成，労働法制に
基づいた労務管理，所轄庁への届出や対外的な
法的対応を行う法務に関する業務，「社協発展・
強化計画」の策定等の将来ビジョンの検討と進
行管理，法人としての災害時対応と BCP の策
定・推進，広報活動・広報戦略等。
地域福祉活動推進部門は，地域住民や多様な
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組織・関係者の連携・協働による地域生活課題の
解決や地域づくりに向けた取り組みの支援，福
祉教育・ボランティア活動を通じた地域住民の
主体形成，地域の組織・関係者の協働を促進する，
地域福祉推進の中核的な役割を果たす。具体的
な事業として，調査の実施や住民懇談会の開催，
他部門との連携に基づく地域生活課題の把握，
市町村地域福祉計画策定への参画，市区町村地
域福祉活動計画の策定，小地域福祉活動計画の
策定支援，地域生活課題を踏まえた政策提言等
のソーシャルアクション，地域福祉推進基礎組
織（地区社協，学区社協，校区福祉委員会，自治
会福祉部等さまざまな名称がある）の活動の推
進・支援，小地域ネットワーク活動の推進・支援，
ふれあい・いきいきサロン，子育てサロン等の推
進・支援，生活支援体制整備事業の実施，住民主
体の福祉活動，生活支援サービスの推進・支援（住
民参加型在宅福祉サービス事業，食事・移送・買
い物支援等），当事者組織の育成・支援，ボラン
ティア・市民活動センターの運営，福祉教育・ボ
ランティア学習の推進，災害ボランティアセン
ターの運営，仮設住宅等における見守り支援や
コミュニティ再建支援，地域福祉財源の造成，助
成事業の実施，共同募金委員会と連携した共同
募金・歳末たすけあい運動の実施等。
相談支援・権利擁護部門は，地域住民のあらゆ
る地域生活課題を受け止め，地域での生活支援
に向けた相談・支援活動，権利擁護支援，情報提
供・連絡調整を行う部門である。具体的な事業
として，生活困窮者自立支援事業，日常生活自立
支援事業，権利擁護支援に関する事業（成年後見
制度の利用促進のための中核機関や権利擁護セ
ンター等の運営，法人後見の実施等），生活福祉
資金貸付事業，地域包括支援センター事業，地域
活動支援センター，基幹相談支援センター事業，
地域の相談支援機関の連絡会，福祉及び関連領
域専門職の研修事業等。
介護・生活支援サービス部門は，介護保険サー
ビスや障害福祉サービス，行政からの委託・補助
で行うその他のサービスを提供する部門である。
その人らしい生き方・生活を尊重するため，必ず
しも制度の枠にとらわれることなく，必要に応
じて柔軟にサービスを提供する地域福祉型福祉
サービスをめざす。具体的な事業として，介護
保険法に基づく事業，障害者総合支援法に基づ

く事業，児童福祉法に基づく事業，その他行政か
らの委託・補助で行う配食サービス事業，移動支
援事業等。

14) Information and Communication Technology（情
報通信技術）の略。

15) 除雪サービス事業は「除雪作業が困難で所得の
低い高齢者及び身体障がい者世帯等を対象に，
ボランティア等の協力を得て，玄関から公道ま
での除雪を行い，日常生活に必要な通路を確保」
する事業，障がい児・者療育キャンプは「知的障
がいなどのある 20 歳以下の青少年と家族を対象
に学生ボランティアや社会福祉施設等職員の協
力を得て，海水浴や野外活動などの自然とのふ
れあい体験等を行」う事業，障がい児・者クリス
マスパーティーは「知的障がいなどのある中学
生から 30 歳以下の青少年を対象に，同世代で構
成するボランティア団体 K.L.U.C を中心に高校
生や大学生の協力を得て，ゲーム等の交流会を
行」う事業，法人後見支援員は「家庭裁判所から
後見人等として選任された社会福祉協議会が，
高齢や障がい等により，判断能力が十分でない
方に代わり，福祉サービスの契約や財産管理等
を行う法人後見業務の一部を支援する市民を育
成」する事業である（社会福祉法人北広島市社会
福祉協議会ホームページより）。

16) Kind Love Union Club の略。
17) 障害者やひきこもり等でただちに一般就労する
ことが困難な就労困難者に対して行われる支援
付き就労形態を指す。

18) 北広島市「北広島市地域高年齢者就業機会確保
計画」
https://www.mhlw.go.jp/content/001043407.pdf
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Preliminary Study on Community Assessment
in Kitahiroshima City:

Focusing on Community Welfare Activities and Their Collaborations

HATAKEYAMA Akiko MIYAZAKI Takeshi GOTO Hiromichi

Abstruct

The purpose of this paper is to try a new perspective discussion of the relationship between
community welfare organizations and community collaboration through a community
assessment of Kitahiroshima City. Therfore it is important to collect administrative data as a
preliminary preparation for fieldwork. Used to be, Kitahiroshima City was a rural area before
development as a bedtown for Sapporo City since around 1970, including the creation of a large-
scale roadside housing complex. Since its transition to a city in 1996, the city has expanded
population growth as well as an aging population, a common phenomenon after the creation of
housing complexes, which has increased demand for welfare services. The elderly population is
increasing with expanding housing complex area.

Regional development measures in Kitahiroshima are expected to take into account the
demographics and characteristics of the region and promote multi-generational integration,
community-based healthcare, and stronger linkages with education. In particular, public-private
partnerships are essential in promoting employment for the elderly, community welfare, and
health promotion, and it will be important to integrate these areas. Regarding the future aging of
Kitahiroshima City with declining birthrates, the aging rate varies under population
characteristics, and social welfare needs are differed accordingly.

In order to respond to these changes in the local community, universities with professional
services organization are expected to play a great role in regional coordination by surveying and
disseminating information on local needs.
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